
上越市福祉有償運送運営協議会設置要綱 

（設置） 

第１条 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第７８条第２号の規定による福祉有

償運送の必要性並びに福祉有償運送を行う場合における安全の確保及び旅客の利便の

確保に係る方策等を協議するため、上越市福祉有償運送運営協議会（以下「協議会」

という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議し、その結果を市長に答申するものと

する。 

⑴ 福祉有償運送の必要性 

⑵ 福祉有償運送を行う場合における安全の確保に関する方策 

⑶ 福祉有償運送を行う場合における旅客の利便の確保に関する方策 

⑷ その他市長が福祉有償運送に関し必要と認める事項 

（組織） 

第３条 協議会は、次に掲げる人のうちから市長が委嘱し、又は任命する１４人以内の

委員をもって組織する。 

⑴ 新潟運輸支局の職員 

⑵ 公共交通機関について識見を有する人 

⑶ 福祉有償運送を実施する団体を代表する人 

⑷ 福祉有償運送の利用者 

⑸ タクシー事業者その他交通機関関係者 

⑹ 公募に応じた市民 

⑺ 本市の職員 

⑻ その他市長が必要と認める人 

（委員の任期） 

第４条 協議会の委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場

合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職
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務を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員全員の同意を得て決定することを原則とする。 

（関係者の出席等） 

第７条 協議会は、調査又は審議に必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて

意見若しくは説明を聴き、又は関係者に対して必要な資料の提出を求めることができ

る。 

（庶務） 

第８条 協議会の庶務は、福祉課において処理する。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定

める。 

附 則 

（実施期日） 

１ この要綱は、平成１８年２月１０日から実施する。 

（任期の特例） 

２ 平成２０年４月３０日に現に委嘱され、又は任命されている委員の任期は、第４条

の規定にかかわらず、委嘱又は任命の日から平成２２年６月３０日までとする。 

附 則 

この要綱は、平成１８年５月１日から実施する。 

附 則 

この要綱は、平成１８年１２月２７日から実施する。 

附 則 

この要綱は、平成２０年４月３０日から実施する。 

附 則 

この要綱は、令和３年１２月６日から実施する。 
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上越市福祉有償運営協議会 

№ 項    目  

(1) 運送主体 ＊地方公共団体の長から具体的な協力依頼を受けた以下の団体で、営利を目的としない法人 

・NPO法人、社会福祉法人、医療法人等の非営利法人 

(2) 運送対象 対象  ＊あらかじめ登録をした会員及びその付添い人 

・介護保険法に基づく要介護及び要支援の認定を受けている者 

・身体障害者福祉法に基づく身体障害者手帳の交付を受けている者 

・肢体不自由又は内部障害（人工血液透析を受けている場合を含む）若しくは精神障害、知

的障害等により独立をした歩行が困難であり、単独での公共交通機関の利用が困難な者 

形態 ＊運送の発地又は着地のいずれかが上越区域内にあること。 

＊原則として当分の間、運送の発地又は着地のいずれかが申請団体の区域内であること。た

だし、合意事項で特に認められた NPO 法人等にあっては例外とする。 

(3) 使用車両 使用車両 ＊福祉有償運送にあっては、車いす若しくはストレッチャーのためのリフト、スロープ、寝

台等の特殊な設備を設けた自動車、又は回転シート、リフトアップシート等の乗降を容易に

するための装置を設けた自動車及びセダン型等の一般車両の使用が可能 

＊新たに運送主体として認可された NPO 法人等は、努力目標として、更新時までに最低 1

台は福祉車両を所有すること。 

使用権原 ＊運送主体と自家用自動車を提供する運転会員との間で車両の使用に関する契約が書面で行

われていること。 

＊当該契約において有償運送の管理、運営、事故・苦情対応について運送主体が責任を負う

ことが明確化されていること。 

＊利用者に対し、事故発生、苦情等の対応について運送主体の責任者及び連絡先が明りょう

に表示されていること。 

車両の表示 ＊有償運送の許可を得た後、使用自動車の車体の側面に外部から見やすいように表示する。 

(4) 運転者 ＊普通二種免許を有することを基本としつつ、これによりがたい場合には次の点を考慮して

十分な能力及び経験を有している者とする。また、2種免許は更新時までに取得するよう努

力すること。 

・過去3年間運転免許停止処分を受けていないこと。 

・実車を伴う特定任意講習を受講した者であること。 

・福祉移送に必要な研修を終了した者であること。 

・定期的な交通安全講習を受講した者であること。 

・運転者の年齢を、おおむね 70 歳以下とすること。 

 

(5) 損害賠償措置 ＊すべての使用車両が、対人無制限・対物 500 万円以上・搭乗者障害特約付の任意保険等（共

済含む）に加入していること。 

(6) 運送の対価 ＊当該地域における一般乗用旅客自動車運送事業の上限運賃額のおおむね２分の１を目安

に、地域の特性等を勘案しつつ営利に至らない範囲において定めるものとする。 
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(7) 管理運営体制 【運行管理業務】 

・安全運転を確保するために運行管理者は運転者に対し、運行の開始前及び運行の終了後に

点呼を行うこと。 

・運転者は、運行終了後速やかに運行記録を運行管理者に報告すること、運行記録は車両ご

とに記録し、かつ整理して2年間保有すること。 

・研修及び指導監督について、運転者に「安全運転研修」等の徹底を図り、安全確保に努め

るとともに、整備管理者と協力して輸送の安全と利用者の利便確保のために誠実にその任

務を遂行するよう指導監督すること。 

【整備管理業務】 

・整備管理者は、自動車の安全運行を確保するため、その運行の開始前に点検基準による日

常点検を自ら実施するか、又は乗務する運転者が実施すること。 

・整備管理者は、自動車の安全運行の確保と経済的使用を図るために定期点検整備計画を立

てて確実に実施し、点検整備の実施結果を点検整備記録簿及び記録表に所定の事項を記入

し保管すること。 

【事故に対する対応】 

・事故発生時の対応についての教育指導について、運行管理者は、運転者に対して車両運行

中に万一事故が発生した場合の対応事項について、次のとおり周知徹底を図ることとする。 

 ①緊急救命措置の研修を行うこと。 

 ②事故の続発を防ぐための処置を講ずること。 

 ③死傷者のあるときは、速やかに応急手当その他の必要な措置を講ずること。 

 ④消防署・警察署に報告し、指示を受けること。 

 ⑤運行管理者に緊急連絡をして指示を受けること。 

・事故発生時の対応について、運行管理者は、運転者その他の者から事故が発生した旨の連

絡を受けたときは、次のとおり措置を講ずること。 

①直ちに事故の続発防止、負傷者の救急等所要の措置を講ずるよう指示すること。 

 ②軽微な事故を除き必ず現場に急行し、発生状況等原因を調査すること。 

 ③できる限り目撃者、相手方の意見を聴取すること。 

 ④把握した事故の状況等を市に連絡すること。 

 ⑤重大な事故のときは、市に連絡するとともに、新潟運輸支局に連絡すること。 

 ⑥事故（軽微な事故も含む）については、内容、原因等を記録し、運営協議会の場で報告

すること。 

⑦事故報告書を市に提出すること。 

【苦情に関する対応】 

・運行管理者は、利用者からの苦情及び苦情に関する情報を受けたときは、次のとおり措置

を講ずる。 

 ①苦情の内容を調査し、改善に向けた対応を図ること。 

 ②改善に向けた解決策を検討し、必要に応じてその結果を利用者に回答すること。 

 ③苦情の内容及び改善に向けた解決策を市に報告すること。 

 ④苦情については、その内容、原因、解決策等を記録し、運営協議会の場で報告すること。 

⑤苦情対応報告書を市に提出すること。 

・市は、利用者から苦情及び苦情に関する情報を受けたときは、次のとおり措置を講ずる。 

 ①利用者からの苦情及び苦情に関する情報を運行管理者に連絡すること。 

 ②改善に向けた解決策の実現に向けての相談に応じること。 

【その他有償運送条件確保に関する対応】 

・市は業務管理等が適正に行われているか定期的に監査をする。 

①運送主体は、四半期ごとに「福祉有償運送運営状況報告」を提出する。 

 ②運行管理者は常に万全の注意を図り運送の確保に努める。 

(8) 法令遵守 ＊道路運送法第７条の欠格事項に該当しない旨、「宣誓書」を団体とその役員による提出で対

応 


